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バイオテロに対する保健師の研修経験および知識・認識の現状
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目的 Bioterrorism（以下，バイオテロ）は攻撃が秘匿的で潜伏期もあり顕在化するまでに時間が

かかり，発見された時には大規模なアウトブレイクとなる場合がある。そのため被害軽減のた

めの早期の検知と対処には，準備態勢の構築が重要である。保健所保健師は，バイオテロの探

知と対処の責務を担うものの，準備の状況は明らかになっていない。そこで本研究の目的を，

首都圏で保健所の感染症対策部門に勤務する保健師のバイオテロに対する研修経験や知識と，

準備の有効性や障壁等の認識の現状を明らかにすることとした。

方法 研究デザインは横断的，記述的研究である。対象は，大都市圏で人口が密集し大規模イベン

トも多くバイオテロの蓋然性の高い東京都とその近県 3 県88か所の保健所感染症対策部門の保

健師である。郵送法による無記名自記式質問紙調査を2019年に実施し，1 か所につき 2 人の保

健師に属性，研修等の経験，知識，認識について質問した。

結果 71人から回答を得た（回収率40.3）。職場でのバイオテロ研修経験者は10人（14.1）で

あった。バイオテロの蓋然性の高い 4 種の感染症の知識に関して，「聞いたことあり」は95

以上であったが，「症状がわかる」は33.853.5，「治療がわかる」は5.616.9，「テロ対応

がわかる」は1.45.6と少なかった。調査の回答者は，バイオテロ発生時の重大性や準備の

有効性は認識しているものの，研修を受ける機会や時間は十分とは言えず，対応に自信がな

く，研修希望者が多い傾向にあった。

結論 調査に回答した保健所保健師はバイオテロの研修経験や知識，研修の機会や時間が十分とは

言えず，バイオテロの準備態勢強化のための研修体制の構築が課題である。今後は保健師基礎

教育でバイオテロの存在を知り，現任教育で保健所保健師はオンラインなども活用して一度は

研修を受けるとともに，随時情報をブラッシュアップする必要があると考える。保健所ではコ

ロナ禍の教訓を踏まえ，各保健所が「健康危機対処計画」を策定し，2024年度からの運用を始

める予定であり，その一環としてバイオテロに対する備えも必須であると考える。
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 緒 言

Bioterrorism（以下，バイオテロ）とは，細菌，

ウイルス，真菌等の生きた微生物やそれらが産生す

る毒素，あるいは植物などから抽出された毒性物質

等を用いて社会や市民を不当に攻撃することによ

り，政治的要求，社会混乱，不安扇動などを行う行

為を指すとされる1)。近年，世界各地でテロが発生

し，世界でも有数の大都市圏を形成し，大規模イベ

ントなどの開催も多い東京都およびその近県も，そ

の標的となる可能性があると考えられる。バイオテ

ロは，攻撃が秘匿的で潜伏期もあり顕在化するまで

に時間がかかり，発見された時には大規模なアウト

ブレイクとなる場合がある2)。2001年の米国の炭疽

菌郵送テロ事件では，少なくとも 5 通の炭疽菌芽胞

粉末入り郵便物が投函され，22人の患者が発生し，

5 人が肺炭疽で死亡，約32,000人が予防内服を開始

し，約10,300人が60日間の服用継続を勧められ

た3)。このようなバイオテロの被害軽減には早期の

探知と対処が求められ，平時からの準備態勢の構築
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図 バイオテロに対する保健師の準備態勢 概念図

315第71巻 日本公衛誌 第 6 号2024年 6 月15日

が重要となる。

バイオテロにおける保健所の役割には，警察，消

防，医療機関等と協力しながらテロの探知や情報提

供4)，曝露者への積極的疫学調査3)および検査への

支援，予防投与やワクチン接種等も含めた療養支

援，除染，住民の不安への対応などが考えられる。

2019年に中華人民共和国で発生し，全世界でパンデ

ミックとして感染が爆発した COVID-19での保健

所の混乱をかんがみると，人々に強い恐怖心をもた

らすバイオテロ5)は，さらなる混乱が発生すること

が想定される。そのため，保健所の中で，第一線で

感染症に対応する保健師のバイオテロへの検知と対

処に関する知識と対処能力の向上は重要であると言

える。

バイオテロに対する保健師の準備態勢に関する文

献レビューの結果，米国での保健師を含む対象への

研究論文が 7 件あった。これらは2001年に米国で発

生した同時多発テロおよび炭疽菌テロ以降の10年間

に発表されたものであった。内訳はバイオテロに関

する専門家への教育と評価が 2 件6,7)，コンピテン

シーに関する研究が 1 件8)，バイオテロの準備態勢

に関する調査が 4 件9～12)であった。これらの報告か

ら，保健師を含む看護職などのバイオテロ研修受講

率は20409～11)で，受講経験のある方が有意に正

確な知識を得ていた11)ことが明らかにされている。

さらに，近年の米国の公衆衛生看護学の教科書を確

認すると，2019年以降に発行され入手できた 5

冊13～17)の教科書すべてにバイオテロに関しての記

載があり，バイオテロ教育が定着していることがわ

かる。しかし，日本の保健師を対象としたバイオテ

ロの準備態勢に関する研究は行われておらず，公衆

衛生看護学の教科書の記載も2019年以降に発行され

入手できた 7 冊のうち 1 冊に記載があった18)のみで

あった。

バイオテロに対する保健師の準備態勢に関する概

念を明らかにするため Rodgers19)の概念分析の手法

を用いて英語文献12件を分析した報告によると，バ

イオテロに対する保健師の準備態勢は「バイオテロ

の早期の探知や被害拡大防止のために，保健師が研

修に参加し必要性を認識して個人の準備態勢を整

え，さらに地域診断，対策計画立案，予防と対策の

準備，評価，連携を通じで保健師個人や地域での準

備を整えること｣20)と定義された。この分析結果か

ら，保健師の属性，バイオテロに関する研修の不

足，知識の不足，準備の有効性と障壁等の認識の程

度は，保健師の研修参加や知識の獲得に影響をもた

らすと考えられた。そこで本研究の目的を，首都圏

で保健所の感染症対策部門に勤務する保健師のバイ

オテロに対する研修経験や知識と認識の現状を明ら

かにすることとした。

 研 究 方 法

. 研究デザイン

研究デザインは横断的，記述的研究である。郵送

法による無記名自記式質問紙調査を2019年に実施し

た。

. 対象

対象は，大都市圏で人口が密集し，大規模イベン

トも多く開催されバイオテロの蓋然性の高い東京都

とその近県 3 県（神奈川県，埼玉県，千葉県）の保

健所感染症対策部門の保健師である。首都圏では国

際的な注目を集めるイベント等が開催される頻度が

高く，厚生労働省4)はこのようなイベントにおいて

は生物剤を用いたテロの蓋然性も上昇すると考えら

れると指摘している。対象エリアの人口は2018年で

3 千 7 百万人21)で日本の人口の 3 割を占める。この
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エリア内には88か所の保健所があり，各施設 2 人の

保健師，計176人に研究協力を求めた。

. 調査方法

Rebmann22)は，保健行動の起こりやすさを予測

するヘルスビリーフモデル（以下，HBM）を基盤

に米国の看護師を対象にバイオテロの準備態勢に関

する調査結果を分析していた。そこで本研究の質問

紙の内容も，HBM および概念分析と先行研究を参

考に，属性，バイオテロ等に関する研修経験，バイ

オテロの知識，準備の有効性や障壁等の認識を含ん

だものとした（図 1）。Katz et al.11)の看護職を対象

とした調査結果では研修受講経験がある者の方がバ

イオテロへの知識が有意に高かった。そこで本研究

では，過去のバイオテロ研修経験と，属性，知識，

認識の間には関連があると予測した。

項目ごとの内訳をみると，属性に関しては，年

代，性別，保健師経験年数，感染症対策経験年数，

職位を質問した。研修経験は，学生時代のバイオテ

ロ講義等受講，職場でのバイオテロ研修等受講，職

場での新興感染症研修等受講，書籍やネット等での

バイオテロ情報取得を質問した。バイオテロの知識

に関しては，バイオテロの中でも CDC（Center for

Disease Control and Prevention)23)が，致死率が高く

公衆衛生上のインパクトが高いなどからカテゴリー

上もっとも上位のカテゴリー A に位置づけている

もののうち，蓋然性が高いとされる炭疽菌，ボツリ

ヌス菌，天然痘，ペストの 4 つの感染症について，

それぞれ「聞いたことがある」，「症状がわかる」，

「治療がわかる」，「テロ対応がわかる」かどうかの

4 つの知識にレベル分け，各レベルの知識の有無を

確認した。認識に関しては，先行研究や公衆衛生看

護学，災害看護学の専門家や保健師の意見を踏まえ

てバイオテロの罹患可能性，重大性，さらにバイオ

テロに関する準備の有効性と障壁の認識，バイオテ

ロ対応への自信，研修参加希望についての質問項目

を選定し，「とてもそう思う」から「全くそう思わ

ない」の 4 段階のリッカート尺度で質問した。この

うち，バイオテロの罹患可能性 1 項目，重大性 2 項

目，バイオテロ研修に関する有効性の認識 5 項目，

障壁の認識 5 項目，計 13項目は，HBM および

Rebmann & Mohr9)の調査も参考にして選定した。

対応への自信は，Jacobson et al.10)や Katz et al.11)

を参考にした。

. 分析方法

アンケート結果を単純集計した。さらに重大性，

有効性，障壁の認識に関しては複数の項目が含まれ

ていたので尺度の信頼性を確保するためにクロン

バック a を確認した。クロンバック a は松井24)を

参考に「一定の信頼性がみられた」とされる0.6以

上を目安とした。前述したように過去のバイオテロ

研修経験と，属性，知識，認識の間には関連がある

と予測したため，これらの関連を Fisher の正確確

率検定もしくはマン・ホイットニー U 検定にて検

証した。このうち知識に関しては，感染症ごとに回

答をみると「治療がわかる」「テロ対応がわかる」

と回答した者が各 1 人から10人と少なかった。そこ

で 4 つの感染症をレベルごとに合計して算出し，バ

イオテロ研修経験との関連を検証した。本研究は東

京医科大学医学部倫理審査委員会の承認（No.

T20180037，2019年 1 月22日承認）を受けて実施

した。

 研 究 結 果

. 属性（表）

71人から回答を得た（回収率40.3）。◯属性に

ついて，年代は50代以上が22人（31.0）と最も多

く，性別は女性が65人（91.5）であった。保健師

経験年数は平均16.4年，感染症部門経験年数は平均

4.7年であった。職位は一般が30人（42.3）ともっ

とも多かった。

. 研修経験（表）

研修等の経験の有無に関して，学生時代にバイオ

テロ講義を受講したものは 1 人（1.4）のみ，職

場でのバイオテロ研修等受講者は10人（14.1）で

あった。受講内容の詳細を自由記載で尋ねたところ，

5 人は2018年に炭疽菌の机上訓練を受講したと回答

していた。職場での新興感染症等の研修受講者は66

人（93.0）と大半のものが受講していた。書籍や

ネット等でのバイオテロ情報取得は32人（45.1）

であった。

. 知識（表）

4 つの感染症の知識に関して，「聞いたことがあ

る」は95以上であったが，「症状がわかる」は

33.853.5，「治療がわかる」は5.616.9，「テロ

対応がわかる」は1.45.6であった。

. 認識（表）

罹患可能性は「5 年以内に発生すると思う」に対

して「そう思わない」が49人（69.0）と多かった。

重大性の 2 項目は「とてもそう思う」が多く，「命

に関わる危険がある」59人（83.1），「対応が大変

だ」63人（88.7）であった。

準備の有効性 5 項目のうち「とてもそう思う」が

多かったのは 1 項目で「知識を増やせる」45人

（63.4）であり，残りの 4 項目は「そう思う」が

多く，「自分や家族のリスク低減」35人（49.3），

「近隣の人たちのリスク低減」37人（52.1），「管
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表 研究対象者の記述統計量

N＝71

項 目 n 

属性 年代 20代 12 16.9

30代 19 26.8

40代 18 25.4

50代以上 22 31.0

性別 男性 6 8.5

女性 65 91.5

保健師経験年数 平均（135年) 16.39

標準偏差 10.53

感染症経験年数 平均（130年) 4.72

標準偏差 4.62

職位 一般 30 42.3

主任級 16 22.5

係長級 15 21.1

課長補佐級 9 12.7

課長級 1 1.4

研修経験 研修等の経験

「あり」の回答

学生時代のバイオテロ講義等受講 1 1.4

職場でのバイオテロ研修等受講 10 14.1

職場での新興感染症研修等受講 66 93.0

書籍やネット等でのバイオテロ情報取得 32 45.1

知識 バイオテロ

の知識等

炭疽菌 聞いたことがある 70 98.6

症状がわかる 24 33.8

治療がわかる 4 5.6

テロ対応がわかる 3 4.2

ボツリヌス菌 聞いたことがある 68 95.8

症状がわかる 38 53.5

治療がわかる 12 16.9

テロ対応がわかる 1 1.4

天然痘 聞いたことがある 71 100.0

症状がわかる 33 46.5

治療がわかる 8 11.3

テロ対応がわかる 4 5.6

ペスト 聞いたことがある 70 98.6

症状がわかる 32 45.1

治療がわかる 10 14.1

テロ対応がわかる 1 1.4
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内住民のリスク低減」36人（50.7），「安全が得ら

れる」33人（46.5）であった。障壁 5 項目のうち

「そう思う」がもっとも多かったのはバイオテロの

「研修受講の機会がない」37人（52.1），「研修受

講の時間がない」23人（32.4），「対策の優先順位

が低い」34人（47.9）の 3 項目であった。「そう

思わない」が多かったのは「準備に興味がない」43

人（60.6），「業務の範囲ではない」41人（57.7）

であった。対応への自信に関しては「対応する自信

がある」は「全くそう思わない」が56人（78.9）

と多かった。研修参加希望に関して「研修を受けた

い」は「そう思う」が47人（66.2）と多く，希望

する受講方法は，机上訓練，講義が多かった。

認識のうち 2 項目以上からなる重大性，有効性，

障壁のクロンバック a はいずれも0.6以上であった。
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表 研究対象者のバイオテロに対する認識

N＝71

モデル 項 目
クロン
バック a

全くそう
思わない

そう
思わない

そう思う
とても

そう思う
未記入

n  n  n  n  n 

罹患可能性 5 年以内に発生すると思う ― 1 1.4 49 69.0 18 25.4 2 2.8 1 1.4

重大性 命にかかわる危険あり
0.862

0 0.0 0 0.0 11 15.5 59 83.1 1 1.4

対応が大変 0 0.0 0 0.0 7 9.9 63 88.7 1 1.4

準備の有効性 知識を増やせる

0.897

0 0.0 2 2.8 23 32.4 45 63.4 1 1.4

自分や家族のリスク低減 1 1.4 4 5.6 35 49.3 30 42.3 1 1.4

近隣の人たちのリスク低減 1 1.4 4 5.6 37 52.1 28 39.4 1 1.4

管内住民のリスク低減 1 1.4 5 7.0 36 50.7 28 39.4 1 1.4

安全が得られる 1 1.4 9 12.7 33 46.5 27 38.0 1 1.4

障壁の認識 研修受講の機会がない

0.644

0 0.0 6 8.5 37 52.1 27 38.0 1 1.4

研修受講の時間がない 4 5.6 21 29.6 23 32.4 22 31.0 1 1.4

準備に興味がない 23 32.4 43 60.6 4 5.6 0 0.0 1 1.4

業務の範囲ではない 23 32.4 41 57.7 6 8.5 0 0.0 1 1.4

対策の優先順位が低い 7 9.9 23 32.4 34 47.9 6 8.5 1 1.4

対応への自信 対応する自信がある ― 56 78.9 13 18.1 1 1.4 0 0.0 1 1.4

研修参加希望 研修をうけたい ― 0 0.0 7 9.9 47 66.2 16 22.5 1 1.4
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. 研修経験との関連（表）

バイオテロ研修経験の有無と属性・経験・知識・

認識に関する差を検証した。その結果，バイオテロ

の研修経験がある者はない者と比較して有意に，知

識項目の「テロ対応がわかる」得点が高く，認識項

目の「障壁」得点が低かった。

 考 察

. 研修の普及の必要性

調査に回答した保健所保健師はバイオテロの研修

経験が十分ではないことが明らかになった。学生時

代のバイオテロ講義受講者は 1 人（1.4）のみであ

り，保健師としてのバイオテロの研修受講者は10人

（14.1）に留まっていた。米国の保健師を含む看護

職を対象とした調査結果では，バイオテロ研修受講

率は20409～11)であり，それらと比べても受講率

が低かった。バイオテロ発生時，保健師は第一線で

の活動が求められる立場にあり，バイオテロに対す

る準備態勢の構築が急務である。バイオテロ研修受

講者10人のうち半数は，2018年に埼玉県内で受講し

たと回答している。これは，2019年のラグビーワー

ルドカップに備えて埼玉県内の複数の保健所で医療

機関や警察，消防との協働によってバイオテロ研修

を行った25)際の受講者であると予想される。日本で

の保健師を対象にしたバイオテロの研修は緒につい

たばかりであり，今後のさらなる普及が期待される。

. 知識向上の必要性

調査に回答した保健所保健師はバイオテロの知識

が十分ではないことが明らかになった。バイオテロ

の知識に関して，大半の保健師が聞いたことはある

と回答したものの，治療やテロ対応がわかるものは

わずかであった。バイオテロに関しては，厚生労働

省研究班のホームページなどで感染症や治療の要

点26)などが提示されているものの，それらの情報が

知識として定着している状況には至っていないと考

えられる。

また，研修経験がある者は経験がない者と比較し

て，バイオテロの治療に関する知識があると答えた

者が有意に多かった。米国の研究では，看護職は毎

年研修を行うことが必要であるという指摘27)や，看

護基礎教育のカリキュラムにバイオテロ教育を導入

すべきであるとの指摘も報告されている9,11)。本研

究において，学生時代のバイオテロ講義受講者は 1

人（1.4）のみであった現状をかんがみると，今

後は，保健師基礎教育でバイオテロの存在を知り，

基本的な感染症対応の知識・技術を習得すること，

現任教育で保健所保健師はオンラインなども活用し

ながら蓋然性の高いバイオテロの研修を一度は受講

するとともに，随時情報をブラッシュアップする必

要があると考えられる。なお，バイオテロの研修に
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表 属性・研修・知識・認識とバイオテロ研修経験との関連

N＝71

項 目
合計

バイオテロ研修経験

Pあり n＝10 なし n＝61

n  n  n 

属性 年代 20代 12 16.9 1 10.0 11 18.0 ＞0.9991)

30代以上 59 26.8 9 90.0 50 82.0

性別 男性 6 8.5 0 0.0 6 9.8 0.5851)

女性 65 91.5 10 100.0 55 90.2

保健師経験年数 平均（135年) 16.4 10 12.1 61 17.1 0.1622)

SD 10.5 10.6 10.4

感染症経験年数 平均（130年) 4.7 10 7.4 61 4.3 0.3792)

SD 4.6 8.7 3.5

職位 一般，主任級 46 64.8 7 70.0 39 63.9 ＞0.9991)

係長級以上 25 35.2 3 30.0 22 36.1

研修等

経験

「あり」

学生時代のバイオテロ講義等受講 1 1.4 0 0.0 1 1.6 ＞0.9991)

職場での新興感染症研修等受講 66 93.0 9 90.0 57 93.4 0.5431)

書籍やネット等での情報取得 32 45.1 7 70.0 25 41.0 0.1681)

知識

「あり」

（04 点)

聞いたことがある 平均 3.9 4.0 3.9 0.4202)

標準偏差 0.3 0.0 0.3

症状がわかる 平均 1.8 2.2 1.7 0.4682)

標準偏差 1.6 1.8 1.6

治療がわかる 平均 0.5 0.7 0.4 0.4582)

標準偏差 1.1 1.3 1.1

テロ対応がわかる 平均 2.1 2.4 2.1 0.0082)

標準偏差 0.3 0.7 0.2

認識3) 罹患可能性

（04 点)

平均 2.3 2.4 2.3 0.4192)

標準偏差 0.6 0.5 0.6

重大性

（08 点)

平均 7.7 7.8 7.7 0.6422)

標準偏差 0.6 0.6 0.6

有効性

（020点)

平均 16.9 17.4 16.9 0.5292)

標準偏差 2.6 2.8 2.5

障壁

（020点)

平均 12.2 9.8 12.7 ＜0.0012)

標準偏差 2.7 1.4 2.2

対応への自信

（04 点)

平均 1.2 1.3 1.2 0.4252)

標準偏差 0.5 0.5 0.4

研修参加希望

（04 点)

平均 3.1 2.9 3.2 0.1742)

標準偏差 0.6 0.6 0.6

Note. 1) Fisher の正確確率検定2) Mann-Whitney U 検定

3) 未記入（N＝1）は除いて算出した
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は，バイオテロの蓋然性が高い複数の感染症に関す

る特徴や治療，対処方法，および保健師の役割に関

する知識，さらに対処に関する訓練が含まれること

が望ましいと考える。

. バイオテロへの認識と今後の研修機会の向上

について

バイオテロが 5 年以内に発生すると思っている人

は多くはないものの，発生時の重大性や準備の有効

性は認識していた。またバイオテロの障壁に関して

は，興味がないわけではなく，業務の範囲と認識し

ている傾向にあるものの，バイオテロの研修を受け

る機会や時間は十分とは言えず，対策の優先順位も

高いとは言えなかった。研修経験の有無と障壁には

関連があり，研修経験のある者は障壁が少ない傾向

にあった。福田28)の調査によると自治体・企業が意

識している危機として，地震は 9 割以上であるのに
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比べテロは 4 割程度であった。バイオテロの罹患可

能性の認識と対応の優先順位が高くないことの背景

に，地震など他の健康危機管理が優先されることが

影響していると考えられる。しかしバイオテロへの

対応は緊急に求められるものであり，バイオテロの

重大性や準備の有効性を認識し研修を希望していて

もその機会が十分とはいえないため，バイオテロの

準備態勢強化のための研修体制の構築が課題であ

る。今後は，オンラインなどで必要時に迅速に学習

可能な環境の構築も重要であると考えられる。ま

た，バイオテロへの対処は公衆衛生機関だけでは完

結しないため3)，医療機関が探知した際に早期に保

健所へ連絡できる関係性を確保しておくことや，保

健師は行政などが開催するバイオテロ対策の訓練開

催時には積極的に参加するなどして消防や警察との

連携・協働についても検討していく必要があると考

えられる。保健所ではコロナ禍の教訓を踏まえ，各

保健所が「健康危機対処計画｣29)を策定し，2024年

度からの運用を始める予定であり，その一環として

バイオテロに対する研修も必須であると考える。

. 本研究の限界と意義

本研究は，調査対象者が東京都とその近県に限定

されており，回収率も40.3に留まっている。また

COVID-19の流行前に行った調査であるため，調査

時点と現在とでは健康危機管理に対する保健師の意

識が変化している可能性がある。このような限界が

あるものの，本調査は，保健所保健師のバイオテロ

に対する現状をはじめて明らかにした研究である。

本結果によって，保健所保健師のバイオテロの準備

態勢が不十分であることや，今後の保健師向けの教

育プログラム開発への示唆が得られたことは意義が

あると考える。

 結 論

首都圏で保健所の感染症対策部門に勤務する保健

師を対象に，無記名自記式質問紙によって，バイオ

テロに対する研修経験と知識，認識の現状を調査し

た。その結果，調査に回答した保健所保健師はバイ

オテロの研修経験や知識，研修の機会や時間が十分

とは言えないのが現状であった。バイオテロの対応

は緊急に求められるものであり，被害軽減には準備

態勢が重要となる。今後は，保健師基礎教育でバイ

オテロの存在を知ること，保健所保健師はオンライ

ンなども活用して一度はバイオテロの研修を受講

し，さらに随時，情報をブラッシュアップしていく

ことが必要であると考えられる。

調査にご協力いただきました，保健師の皆様に心より

感謝申し上げます。本研究は JSPS 科研費 17K12598 の助

成を受けたものです。開示すべき COI 状態はありません。
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Understanding public health nurses' experience, knowledge, and perception of

bioterrorism training in Japan

Yoshimi SUZUKI, Chie ISHIDA2, Minako SAWAI3and Takumi YAMAGUCHI4

Key wordsbioterrorism, public health nurse, infection, health security, preparedness

Objectives Bioterrorism is a disease in which the attacks can be covert and latent, take time to manifest,

and, when discovered, can result in large outbreaks. When detected, they can become large-scale

outbreaks. Therefore, preparedness is essential for early detection and response for damage mitiga-

tion. Although public health nurses (PHNs) of public health centers are responsible for detecting

and dealing with bioterrorism, their preparation status is not clear. Therefore, this study aimed to

elucidate the status of training experience, knowledge, and awareness of bioterrorism among PHNs

working in public health centers' infectious disease control departments in Japan's metropolitan

areas.

Methods This was a cross-sectional, descriptive study. The participants were PHNs in the infectious disease

control departments of 88 public health centers in Tokyo and its three neighboring prefectures. This

are densely populated metropolitan areas with many mass gathering events and a high probability of

bioterrorism. An anonymous, self-administered questionnaire survey was conducted by mail in

2019. Two PHNs per location were surveyed regarding their attributes, training experience,

knowledge, and perceptions.

Results We received 71 responses (40.3). A total of 10 (14.1) PHNs reported having experience

with bioterrorism training in the workplace. Regarding the knowledge of the four infectious diseases

with a high probability of bioterrorism, more than 95 of the respondents answered they had heard

of them. However, few were aware of related treatments or terrorist responses. Although survey

respondents were aware of the seriousness of bioterrorism and the effectiveness of preparedness, they

did not have sufficient opportunity or time to have training. They tended to be less confident in their

response and were willing to have training.

Conclusion PHNs who responded to this survey do not have sufficient training experience, knowledge, op-

portunities, and time for bioterrorism training, and establishing a training system to improve bioter-

rorism preparedness is a challenge. It will be necessary for PHN students to learn about the exis-

tence of bioterrorism. Further, PHNs in public health centers need to be trained at least once using

online services, including brushing up on information as needed. Based on the lessons learned from

the coronavirus disease 2019 pandemic, health centers will formulate a Health Crisis Management

Plan. This will be effective in fiscal 2024, and we believe that it is essential that preparedness against

bioterrorism be a part of this plan.
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